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郡山市立学校における学校保健委員会の取組について 
総合教育会議 議題 

2022/3/24 学校教育部 

学校保健委員会とは・・・ 
学校保健委員会は、学校における健康に関する課題を研究協議し、健康づくりを推進するための組織である。学校保健委員会は、校長、 

養護教諭・栄養教諭・学校栄養職員などの教職員、学校医、学校歯科医、学校薬剤師、保護者代表、児童生徒、地域の保健関係機関の代表 

などを主な委員とし、保健主事が中心となって、運営することとされている。 

学校保健委員会を通じて、学校内の保健活動の中心として機能するだけではなく、学校、家庭、地域の関係機関などの連携による効果的 

な学校保健活動を展開することが可能となることから、その活性化を図っていくことが必要である。 

「子どもの心身の健康を守り、安全・安心を確保するために学校全体としての取組を進めるための方策について（平成 20 年 1 月 17 日中央教育審議会）」より 

本市における学校保健委員会の取組 
◆ 郡山市立学校全７６校で実施 

◆ 中学校区で「地域学校保健委員会」として実施している中学校区１４校 

  （日和田中学校区、明健中学校区、三穂田中学校区、逢瀬中学校区、片平中学校区、熱海中 

学校区、守山中学校区、高瀬中学校区、郡山一中学校区、郡山三中学校区、宮城中学校区、 

御舘中学校区、西田学園義務教育学校区、湖南小中学校区） 

◆ 学校保健委員会の組織（例） 

  学校代表 
校長、副校長、教頭、教務主任、体育主任、保健主事、
養護教諭、栄養教諭・学校栄養職員 等 

ＰＴＡ本部役員、保健委員（厚生委員） 等 保護者代表 

児童会・生徒会役員、保健委員会担当児童生徒 等 児童生徒代表 

指導・助言者 学校医、学校歯科医、学校薬剤師 等 

学校保健委員会の議題となる健康課題 
〇 食事、運動、睡眠などの生活習慣について 

〇 メンタルヘルスについて 

〇 健康状態（肥満・むし歯・視力）について 

（定期健康診断の結果から） 

〇 体力の現状について 

  （体力・運動能力調査の結果から） 

〇 薬物乱用・喫煙・飲酒について 

〇 ゲーム・スマホ依存について 

〇 運動器疾患について 

〇 性の問題行動について 

〇 感染症対策について など 



○学校保健安全法 

（昭和三十三年四月十日） 

（法律第五十六号） 

第二十八回通常国会 

第一次岸内閣 

改正 昭和五〇年七月一一日法律第五九号 

同五三年三月三一日同第一四号 

同六〇年七月一二日同第九〇号 

平成一〇年六月一二日同第一〇一号 

同一〇年一〇月二日同第一一四号 

同一一年一二月二二日同第一六〇号 

同一四年八月二日同第一〇三号 

同一七年三月三一日同第二三号 

同一八年六月二一日同第八〇号 

同一九年六月二七日同第九六号 

同二〇年六月一八日同第七三号 

同二七年六月二四日同第四六号 

学校保健法をここに公布する。 

学校保健安全法 

（平二〇法七三・改称） 

目次 

第一章 総則（第一条―第三条） 

第二章 学校保健 

第一節 学校の管理運営等（第四条―第七条） 

第二節 健康相談等（第八条―第十条） 

第三節 健康診断（第十一条―第十八条） 

第四節 感染症の予防（第十九条―第二十一条） 

第五節 学校保健技師並びに学校医、学校歯科医及び学校薬剤師（第二十二条・第二十三条） 

第六節 地方公共団体の援助及び国の補助（第二十四条・第二十五条） 

第三章 学校安全（第二十六条―第三十条） 

第四章 雑則（第三十一条・第三十二条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、学校における児童生徒等及び職員の健康の保持増進を図るため、学校における保健管

理に関し必要な事項を定めるとともに、学校における教育活動が安全な環境において実施され、児童生徒

等の安全の確保が図られるよう、学校における安全管理に関し必要な事項を定め、もつて学校教育の円滑

な実施とその成果の確保に資することを目的とする。 

（昭五三法一四・平一九法九六・平二〇法七三・一部改正） 

（定義） 



第二条 この法律において「学校」とは、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学

校をいう。 

２ この法律において「児童生徒等」とは、学校に在学する幼児、児童、生徒又は学生をいう。 

（平二〇法七三・追加） 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、相互に連携を図り、各学校において保健及び安全に係る取組が確実かつ効

果的に実施されるようにするため、学校における保健及び安全に関する最新の知見及び事例を踏まえつ

つ、財政上の措置その他の必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国は、各学校における安全に係る取組を総合的かつ効果的に推進するため、学校安全の推進に関する計

画の策定その他所要の措置を講ずるものとする。 

３ 地方公共団体は、国が講ずる前項の措置に準じた措置を講ずるように努めなければならない。 

（平二〇法七三・追加） 

第二章 学校保健 

（平二〇法七三・章名追加） 

第一節 学校の管理運営等 

（平二〇法七三・節名追加） 

（学校保健に関する学校の設置者の責務） 

第四条 学校の設置者は、その設置する学校の児童生徒等及び職員の心身の健康の保持増進を図るため、当

該学校の施設及び設備並びに管理運営体制の整備充実その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとす

る。 

（平二〇法七三・追加） 

（学校保健計画の策定等） 

第五条 学校においては、児童生徒等及び職員の心身の健康の保持増進を図るため、児童生徒等及び職員の

健康診断、環境衛生検査、児童生徒等に対する指導その他保健に関する事項について計画を策定し、これ

を実施しなければならない。 

（昭五三法一四・平一九法九六・一部改正、平二〇法七三・旧第二条繰下・一部改正） 

（学校環境衛生基準） 

第六条 文部科学大臣は、学校における換気、採光、照明、保温、清潔保持その他環境衛生に係る事項（学

校給食法（昭和二十九年法律第百六十号）第九条第一項（夜間課程を置く高等学校における学校給食に関

する法律（昭和三十一年法律第百五十七号）第七条及び特別支援学校の幼稚部及び高等部における学校給

食に関する法律（昭和三十二年法律第百十八号）第六条において準用する場合を含む。）に規定する事項

を除く。）について、児童生徒等及び職員の健康を保護する上で維持されることが望ましい基準（以下こ

の条において「学校環境衛生基準」という。）を定めるものとする。 

２ 学校の設置者は、学校環境衛生基準に照らしてその設置する学校の適切な環境の維持に努めなければな

らない。 

３ 校長は、学校環境衛生基準に照らし、学校の環境衛生に関し適正を欠く事項があると認めた場合には、

遅滞なく、その改善のために必要な措置を講じ、又は当該措置を講ずることができないときは、当該学校

の設置者に対し、その旨を申し出るものとする。 

（平二〇法七三・追加） 

（保健室） 



第七条 学校には、健康診断、健康相談、保健指導、救急処置その他の保健に関する措置を行うため、保健

室を設けるものとする。 

（平二〇法七三・追加） 

第二節 健康相談等 

（平二〇法七三・追加） 

（健康相談） 

第八条 学校においては、児童生徒等の心身の健康に関し、健康相談を行うものとする。 

（平二〇法七三・追加） 

（保健指導） 

第九条 養護教諭その他の職員は、相互に連携して、健康相談又は児童生徒等の健康状態の日常的な観察に

より、児童生徒等の心身の状況を把握し、健康上の問題があると認めるときは、遅滞なく、当該児童生徒

等に対して必要な指導を行うとともに、必要に応じ、その保護者（学校教育法第十六条に規定する保護者

をいう。第二十四条及び第三十条において同じ。）に対して必要な助言を行うものとする。 

（平二〇法七三・追加） 

（地域の医療機関等との連携） 

第十条 学校においては、救急処置、健康相談又は保健指導を行うに当たつては、必要に応じ、当該学校の

所在する地域の医療機関その他の関係機関との連携を図るよう努めるものとする。 

（平二〇法七三・追加） 

第三節 健康診断 

（平二〇法七三・節名追加） 

（就学時の健康診断） 

第十一条 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は、学校教育法第十七条第一項の規定により

翌学年の初めから同項に規定する学校に就学させるべき者で、当該市町村の区域内に住所を有するものの

就学に当たつて、その健康診断を行わなければならない。 

（昭五三法一四・平一九法九六・一部改正、平二〇法七三・旧第四条繰下・一部改正） 

第十二条 市町村の教育委員会は、前条の健康診断の結果に基づき、治療を勧告し、保健上必要な助言を行

い、及び学校教育法第十七条第一項に規定する義務の猶予若しくは免除又は特別支援学校への就学に関し

指導を行う等適切な措置をとらなければならない。 

（平一八法八〇・平一九法九六・一部改正、平二〇法七三・旧第五条繰下） 

（児童生徒等の健康診断） 

第十三条 学校においては、毎学年定期に、児童生徒等（通信による教育を受ける学生を除く。）の健康診

断を行わなければならない。 

２ 学校においては、必要があるときは、臨時に、児童生徒等の健康診断を行うものとする。 

（平一九法九六・一部改正、平二〇法七三・旧第六条繰下・一部改正） 

第十四条 学校においては、前条の健康診断の結果に基づき、疾病の予防処置を行い、又は治療を指示し、

並びに運動及び作業を軽減する等適切な措置をとらなければならない。 

（平二〇法七三・旧第七条繰下・一部改正） 

（職員の健康診断） 

第十五条 学校の設置者は、毎学年定期に、学校の職員の健康診断を行わなければならない。 

２ 学校の設置者は、必要があるときは、臨時に、学校の職員の健康診断を行うものとする。 



（昭五三法一四・一部改正、平二〇法七三・旧第八条繰下・一部改正） 

第十六条 学校の設置者は、前条の健康診断の結果に基づき、治療を指示し、及び勤務を軽減する等適切な

措置をとらなければならない。 

（昭五三法一四・一部改正、平二〇法七三・旧第九条繰下） 

（健康診断の方法及び技術的基準等） 

第十七条 健康診断の方法及び技術的基準については、文部科学省令で定める。 

２ 第十一条から前条までに定めるもののほか、健康診断の時期及び検査の項目その他健康診断に関し必要

な事項は、前項に規定するものを除き、第十一条の健康診断に関するものについては政令で、第十三条及

び第十五条の健康診断に関するものについては文部科学省令で定める。 

３ 前二項の文部科学省令は、健康増進法（平成十四年法律第百三号）第九条第一項に規定する健康診査等

指針と調和が保たれたものでなければならない。 

（平一一法一六〇・平一四法一〇三・一部改正、平二〇法七三・旧第十条繰下・一部改正） 

（保健所との連絡） 

第十八条 学校の設置者は、この法律の規定による健康診断を行おうとする場合その他政令で定める場合に

おいては、保健所と連絡するものとする。 

（平二〇法七三・追加） 

第四節 感染症の予防 

（平二〇法七三・節名追加） 

（出席停止） 

第十九条 校長は、感染症にかかつており、かかつている疑いがあり、又はかかるおそれのある児童生徒等

があるときは、政令で定めるところにより、出席を停止させることができる。 

（平一九法九六・一部改正、平二〇法七三・旧第十二条繰下・一部改正） 

（臨時休業） 

第二十条 学校の設置者は、感染症の予防上必要があるときは、臨時に、学校の全部又は一部の休業を行う

ことができる。 

（平二〇法七三・旧第十三条繰下・一部改正） 

（文部科学省令への委任） 

第二十一条 前二条（第十九条の規定に基づく政令を含む。）及び感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律（平成十年法律第百十四号）その他感染症の予防に関して規定する法律（これらの法律

に基づく命令を含む。）に定めるもののほか、学校における感染症の予防に関し必要な事項は、文部科学

省令で定める。 

（平一〇法一一四・平一一法一六〇・一部改正、平二〇法七三・旧第十四条繰下・一部改正） 

第五節 学校保健技師並びに学校医、学校歯科医及び学校薬剤師 

（平二〇法七三・節名追加） 

（学校保健技師） 

第二十二条 都道府県の教育委員会の事務局に、学校保健技師を置くことができる。 

２ 学校保健技師は、学校における保健管理に関する専門的事項について学識経験がある者でなければなら

ない。 

３ 学校保健技師は、上司の命を受け、学校における保健管理に関し、専門的技術的指導及び技術に従事す

る。 



（昭六〇法九〇・一部改正、平二〇法七三・旧第十五条繰下） 

（学校医、学校歯科医及び学校薬剤師） 

第二十三条 学校には、学校医を置くものとする。 

２ 大学以外の学校には、学校歯科医及び学校薬剤師を置くものとする。 

３ 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師は、それぞれ医師、歯科医師又は薬剤師のうちから、任命し、又は

委嘱する。 

４ 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師は、学校における保健管理に関する専門的事項に関し、技術及び指

導に従事する。 

５ 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の職務執行の準則は、文部科学省令で定める。 

（平一一法一六〇・一部改正、平二〇法七三・旧第十六条繰下） 

第六節 地方公共団体の援助及び国の補助 

（平二〇法七三・節名追加） 

（地方公共団体の援助） 

第二十四条 地方公共団体は、その設置する小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程又は

特別支援学校の小学部若しくは中学部の児童又は生徒が、感染性又は学習に支障を生ずるおそれのある疾

病で政令で定めるものにかかり、学校において治療の指示を受けたときは、当該児童又は生徒の保護者で

次の各号のいずれかに該当するものに対して、その疾病の治療のための医療に要する費用について必要な

援助を行うものとする。 

一 生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）第六条第二項に規定する要保護者 

二 生活保護法第六条第二項に規定する要保護者に準ずる程度に困窮している者で政令で定めるもの 

（昭五三法一四・平一〇法一〇一・平一八法八〇・平一九法九六・一部改正、平二〇法七三・旧第

十七条繰下・一部改正、平二七法四六・一部改正） 

（国の補助） 

第二十五条 国は、地方公共団体が前条の規定により同条第一号に掲げる者に対して援助を行う場合には、

予算の範囲内において、その援助に要する経費の一部を補助することができる。 

２ 前項の規定により国が補助を行う場合の補助の基準については、政令で定める。 

（昭五三法一四・平一七法二三・一部改正、平二〇法七三・旧第十八条繰下） 

第三章 学校安全 

（平二〇法七三・章名追加） 

（学校安全に関する学校の設置者の責務） 

第二十六条 学校の設置者は、児童生徒等の安全の確保を図るため、その設置する学校において、事故、加

害行為、災害等（以下この条及び第二十九条第三項において「事故等」という。）により児童生徒等に生

ずる危険を防止し、及び事故等により児童生徒等に危険又は危害が現に生じた場合（同条第一項及び第二

項において「危険等発生時」という。）において適切に対処することができるよう、当該学校の施設及び

設備並びに管理運営体制の整備充実その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（平二〇法七三・追加） 

（学校安全計画の策定等） 

第二十七条 学校においては、児童生徒等の安全の確保を図るため、当該学校の施設及び設備の安全点検、

児童生徒等に対する通学を含めた学校生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修その

他学校における安全に関する事項について計画を策定し、これを実施しなければならない。 



（平二〇法七三・追加） 

（学校環境の安全の確保） 

第二十八条 校長は、当該学校の施設又は設備について、児童生徒等の安全の確保を図る上で支障となる事

項があると認めた場合には、遅滞なく、その改善を図るために必要な措置を講じ、又は当該措置を講ずる

ことができないときは、当該学校の設置者に対し、その旨を申し出るものとする。 

（平二〇法七三・追加） 

（危険等発生時対処要領の作成等） 

第二十九条 学校においては、児童生徒等の安全の確保を図るため、当該学校の実情に応じて、危険等発生

時において当該学校の職員がとるべき措置の具体的内容及び手順を定めた対処要領（次項において「危険

等発生時対処要領」という。）を作成するものとする。 

２ 校長は、危険等発生時対処要領の職員に対する周知、訓練の実施その他の危険等発生時において職員が

適切に対処するために必要な措置を講ずるものとする。 

３ 学校においては、事故等により児童生徒等に危害が生じた場合において、当該児童生徒等及び当該事故

等により心理的外傷その他の心身の健康に対する影響を受けた児童生徒等その他の関係者の心身の健康を

回復させるため、これらの者に対して必要な支援を行うものとする。この場合においては、第十条の規定

を準用する。 

（平二〇法七三・追加） 

（地域の関係機関等との連携） 

第三十条 学校においては、児童生徒等の安全の確保を図るため、児童生徒等の保護者との連携を図るとと

もに、当該学校が所在する地域の実情に応じて、当該地域を管轄する警察署その他の関係機関、地域の安

全を確保するための活動を行う団体その他の関係団体、当該地域の住民その他の関係者との連携を図るよ

う努めるものとする。 

（平二〇法七三・追加） 

第四章 雑則 

（平二〇法七三・旧第六章繰上） 

（学校の設置者の事務の委任） 

第三十一条 学校の設置者は、他の法律に特別の定めがある場合のほか、この法律に基づき処理すべき事務

を校長に委任することができる。 

（平二〇法七三・旧第二十一条繰下・一部改正） 

（専修学校の保健管理等） 

第三十二条 専修学校には、保健管理に関する専門的事項に関し、技術及び指導を行う医師を置くように努

めなければならない。 

２ 専修学校には、健康診断、健康相談、保健指導、救急処置等を行うため、保健室を設けるように努めな

ければならない。 

３ 第三条から第六条まで、第八条から第十条まで、第十三条から第二十一条まで及び第二十六条から前条

までの規定は、専修学校に準用する。 

（昭五〇法五九・追加、昭五三法一四・一部改正、平二〇法七三・旧第二十二条繰下・一部改正） 

附 則 抄 

（施行期日） 

１ この法律中第十七条及び第十八条第一項の規定は昭和三十三年十月一日から、その他の規定は同年六月



一日から施行する。 

附 則 （昭和五〇年七月一一日法律第五九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

附 則 （昭和五三年三月三一日法律第一四号） 抄 

１ この法律は、昭和五十三年四月一日から施行する。ただし、第二条の規定中学校保健法第八条第二項を

削る改正規定、同条第三項及び第九条第一項の改正規定、同条第二項を削る改正規定、第十七条の改正規

定、第十八条第二項を削る改正規定並びに同条第三項の改正規定は、昭和五十四年四月一日から施行す

る。 

附 則 （昭和六〇年七月一二日法律第九〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成一〇年六月一二日法律第一〇一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十一年四月一日から施行する。 

附 則 （平成一〇年一〇月二日法律第一一四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十一年四月一日から施行する。 

―――――――――― 

○中央省庁等改革関係法施行法（平成一一法律一六〇）抄 

（処分、申請等に関する経過措置） 

第千三百一条 中央省庁等改革関係法及びこの法律（以下「改革関係法等」と総称する。）の施行前に法令

の規定により従前の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指定その他の処分又は通知その他の行為

は、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令の相当

規定に基づいて、相当の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指定その他の処分又は通知その他の行

為とみなす。 

２ 改革関係法等の施行の際現に法令の規定により従前の国の機関に対してされている申請、届出その他の

行為は、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令の

相当規定に基づいて、相当の国の機関に対してされた申請、届出その他の行為とみなす。 

３ 改革関係法等の施行前に法令の規定により従前の国の機関に対し報告、届出、提出その他の手続をしな

ければならないとされている事項で、改革関係法等の施行の日前にその手続がされていないものについて

は、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、これを、改革関係法等の施行後の法

令の相当規定により相当の国の機関に対して報告、届出、提出その他の手続をしなければならないとされ

た事項についてその手続がされていないものとみなして、改革関係法等の施行後の法令の規定を適用す

る。 

（政令への委任） 

第千三百四十四条 第七十一条から第七十六条まで及び第千三百一条から前条まで並びに中央省庁等改革関

係法に定めるもののほか、改革関係法等の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）

は、政令で定める。 

附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄 



（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。ただし、次の各号

に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第九百九十五条（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正する法律附則の

改正規定に係る部分に限る。）、第千三百五条、第千三百六条、第千三百二十四条第二項、第千三百二

十六条第二項及び第千三百四十四条の規定 公布の日 

―――――――――― 

附 則 （平成一四年八月二日法律第一〇三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して九月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

ただし、第九条及び附則第八条から第十九条までの規定は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内

において政令で定める日から施行する。 

（平成一六年政令第一九七号で、ただし書に係る部分は、平成一六年八月一日から施行） 

附 則 （平成一七年三月三一日法律第二三号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、平成十七年四月一日から施行する。 

附 則 （平成一八年六月二一日法律第八〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十九年四月一日から施行する。 

附 則 （平成一九年六月二七日法律第九六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（平成一九年政令第三六二号で平成一九年一二月二六日から施行） 

附 則 （平成二〇年六月一八日法律第七三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十一年四月一日から施行する。 

（検討） 

第二条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による改正後の規定の施行の状

況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとす

る。 

附 則 （平成二七年六月二四日法律第四六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十八年四月一日から施行する。 

 















We Love Koriyama

活
動
の
き
っ
か
け
は
？

　
中
学
３
年
に
な
る
平
成
30

年
４
月
、
小
中
一
貫
の
西
田

学
園
が
開
校
し
、
新
し
い
校

舎
で
の
日
々
を
謳
歌
し
て
い

ま
し
た
。
一
方
で
、
６
つ
の

小
中
学
校
が
統
合
さ
れ
た
こ

と
に
よ
り
、
受
け
継
が
れ
て

き
た
行
事
や
風
習
な
ど
が
途

絶
え
て
し
ま
う
か
も
…
そ
ん

な
不
安
を
感
じ
て
い
ま
し
た
。

　
翌
年
の
夏
、「
市
が
地
域
を

よ
り
良
く
す
る
ア
イ
デ
ィ
ア

を
募
集
し
て
い
る
」と
知
り
、

こ
の
町
で
生
ま
れ
育
っ
た
か

ら
こ
そ
伝
え
ら
れ
る
こ
と
が

あ
る
と
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を

立
ち
上
げ
ま
し
た
。
西
田
学

園
の
一
期
生
を
中
心
に
約
20

人
で
活
動
し
て
い
ま
す
。

ど
の
よ
う
な
活
動
で
す
か
？

　
西
田
町
は
デ
コ
屋
敷
や
梅
、

雪
村
桜
な
ど
で
知
ら
れ
ま
す

が
、
春
を
告
げ
る
丹に

伊い

田た

の

大
コ
ブ
シ
や
小
和
滝
の
見
晴

ら
し
桜（
関
連
６
ペ
ー
ジ
）な

ど
、
大
切
に
し
た
い
場
所
が

い
っ
ぱ
い
あ
り
ま
す
。
学
生

の
自
分
た
ち
が
感
じ
る「
美
し

い
景
色
や
美
味
し
い
も
の
、

残
し
た
い
昔
話
や
伝
承
」な
ど

を
ウ
ェ
ブ
に
掲
載
。
Ｓ
Ｎ
Ｓ

で
は
イ
ベ
ン
ト
情
報
や
イ
ン

ス
タ
映
え
す
る
ス
ポ
ッ
ト
な

ど
も
発
信
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
フ
ォ
ト
コ
ン
テ
ス

ト
や
ク
イ
ズ
を
解
き
つ
つ
各

所
を
巡
る「
ス
テ
イ
Ｔ
Ｏ
Ｗ
Ｎ
」

な
ど
の
イ
ベ
ン
ト
を
通
し
て

西
田
町
を
Ｐ
Ｒ
し
て
い
ま
す
。

活
動
の
や
り
が
い
は
？

　
ウ
ェ
ブ
の
立
ち
上
げ
に
ク

ラ
ウ
ド
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
を

活
用
し
ま
し
た
。
目
標
金
額

の
達
成
以
上
に
う
れ
し
か
っ

た
の
は
、
地
元
の
方
だ
け
で

な
く
、
今
は
離
れ
て
い
る
出

身
者
や
活
動
に
共
感
さ
れ
た

方
が
全
国
各
地
か
ら
応
援
し

て
く
れ
て
い
る
と
い
う
こ
と
。

そ
の
思
い
に
応
え
た
い
、
西

田
町
を
も
っ
と
好
き
に
な
っ

て
も
ら
い
た
い
。
そ
の
方
々

の
存
在
が
今
も
活
動
の
原
動

力
に
な
っ
て
い
ま
す
。

今
後
は
？

　
高
校
を
卒
業
し
、
今
月
か

ら
メ
ン
バ
ー
の
多
く
が
異
な

る
地
域
や
環
境
で
過
ご
す
の

で
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
発
信
を
中
心
に

活
動
し
ま
す
。
離
れ
る
こ
と

で
、
こ
の
町
の
良
さ
に
改
め

て
気
付
く
。
各
々
が
別
の
道

に
進
む
こ
と
で
、
再
会
し
た

時
に
で
き
る
こ
と
や
活
動
の

幅
、
可
能
性
も
さ
ら
に
広
げ

て
い
け
る
と
期
待
し
て
い
ま

す
。
こ
れ
か
ら
も
西
田
町
と

い
う
バ
ト
ン
を
ず
っ
と
ず
っ

と
つ
な
げ
て
い
く
た
め
に
。

問
同
団
体
☎
971
―
３
２
７
６

▲西田町のファンを増やすため
自分たちも楽しみながら活動

▲フォトコンテストの開催で西
田町の素敵な日常を再発見

令和３年度「まちづくりハーモニー賞」青少年部門受賞
　「西田町を好きな人を増やそう」をモットーに、町の歴史・名所か
ら食や人まで西田町の魅力を幅広く発信するI♡NISHITA（アイラブニ
シタ）プロジェクト。代表の渡辺千紘さんに活動について伺いました。

ひとまちストーリー

大好きなふるさとを未来へつなぐ

I♡NISHITA プロジェクト

　
ま
ず
は
、「
セ
ー
ブ
・
ザ
・

チ
ル
ド
レ
ン
」の
理
念
の
下
、

世
界
中
の
子
ど
も
の
安
全
と

平
和
を
願
う
と
と
も
に
、
同

じ
思
い
の
地
方
六
団
体
の
声

明
を
、
こ
こ
に
記
し
ま
す
。

「
世
界
の
恒
久
平
和
の
実
現
に

向
け
、
ロ
シ
ア
軍
を
即
時
に

完
全
か
つ
無
条
件
で
撤
退
さ

せ
る
よ
う
、
国
際
法
に
基
づ

く
誠
意
を
持
っ
た
対

応
を
強
く
求
め
る
。」

　
春
は「
一
年
生
に
な
っ
た

ら
」「
仰
げ
ば
尊
し
」を
、
今

も
忘
れ
得
ぬ
歌
と
し
て
、
ふ

と
口
ず
さ
む
季
節
で
す
。

　
こ
う
し
て
元
気
に
筆
を
執

り
原
稿
に
向
か
え
る
の
も
、

我
が
国
の
保
健
・
体
育
教
育

の
お
か
げ
で
す
。

　
当
然
そ
の
た
め
の
法
律
制

定
に
は
歴
史
が
あ
り
ま
す
が
、

現
在
は「
学
校
保
健
安
全
法
」

（
１
９
５
８
年
）が
基
本
で
す
。

　
御
多
分
に
漏
れ
ず
、
法
律

を
施
行
す
る
た
め
に
は
、
施

行
令（
政
令
）、
施
行
規
則

（
省
令
）が
あ
り
ま
す
。
学
校

保
健
安
全
法
に
は
全
32
条
、

そ
の
施
行
規
則
に
は
全
30
条

の
規
定
が
あ
り
ま
す
。

　
国
や
自
治
体
、
学
校
の
役

割
、
責
務
に
加
え
、
保
健
室
、

養
護
教
諭
、
健
康
診
断
も
、

こ
の
法
律
や
そ
の
下
の
政
省

令
で
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
教
職
員
、
児
童
生
徒
の
健

康
や
安
全
確
保
に
関
す
る
こ

と
は
、
す
べ
て
上
記
の
法
令

で
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
法
令
で
定
め
ら
れ
た
こ
と

を
自
助
の
精
神
で
遵
守
し
て

い
く
た
め
、
中
央
教
育
審
議

会
答
申（
２
０
０
８
年
）に
基

づ
き
、「
学
校
保
健
委
員
会
」

が
設
置
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
同
委
員
会
は「
校
長
、
養
護

教
諭
、
栄
養
教
諭
、
学
校
栄

養
職
員
な
ど
の
教
職
員
、
学

校
医
、
学
校
歯
科
医
、
学
校

薬
剤
師
、
保
護
者
代
表
、
児

童
生
徒
、
地
域
の
保
健
関
係

機
関
の
代
表
」か
ら
成
り
、
保

健
主
事
が
中
心
と
な
っ
て
運
営

さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
コ
ロ
ナ
感
染
症
か
ら
も
、

校
区
を
挙
げ
て
児
童
生
徒
を

守
る
た
め
の
協
力
の
仕
組
み

と
し
て
も
、
運
用
さ
れ
ま
す

よ
う
に
。

学
校
保
健
委
員
会
は

校
区
委
員
会

郡山市長郡山市長

市長コラム

郡山市長

▲声明全文

暮
　
ら
　
し

３
Ｒ
推
進
課
か
ら
の
お
知
ら
せ

【
共
通
】問
同
課
☎
924
―
２
１
８
１

▼
混
ぜ
れ
ば
ご
み
！

分
け
れ
ば
資
源

　
家
庭
か
ら
出
る
不
要
物
の
中
に
は
、

資
源
と
し
て
再
利
用
で
き
る
も
の
が
あ

り
ま
す
。
正
し
く
分
別
し
ま
し
ょ
う
。

※
ご
み
の
日
カ
レ
ン
ダ
ー
は
、
市
ウ
ェ

ブ
サ
イ
ト
で
も
ご
覧
に
な
れ
ま
す
。

▼
小
型
充
電
式
電
池
の
処
分

　
小
型
充
電
式
電
池
は
、
事
業

者
に
よ
る
リ
サ
イ
ク
ル
が
義
務
付
け
ら

れ
、
集
積
所
に
出
せ
ま
せ
ん
。
処
分
す

る
と
き
は
、
家
電
量
販
店
な
ど
リ
サ
イ

ク
ル
協
力
店
に
持
ち
込
み
ま
し
ょ
う
。

▼
粗
大
ご
み
収
集
の
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
受
付
が
始
ま
り
ま
し
た

　
夜
間
や
休
日
で
も
収
集
の
申
し
込
み

が
で
き
ま
す
。
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
受

付
で
き
な
い
粗
大
ご
み
は
、
種
類
・
形

状
な
ど
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、

電
話
で
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
。

　
詳
し
く
は
市
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
を
ご
覧

く
だ
さ
い
。

蓄
電
池
な
ど
の
設
置
や
次

世
代
自
動
車
導
入
の
補
助

補
助
対
象
機
器
…
①
家
庭
用
定
置
型
蓄

電
池
と
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
の
セ
ッ

ト
②
家
庭
用
定
置
型
蓄
電
池
の
み
③
地

中
熱
利
用
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
シ
ス
テ
ム
④

家
庭
用
燃
料
電
池（
エ
ネ
フ
ァ
ー
ム
）⑤

電
気
自
動
車
充
給
電
設
備（
Ｖ
２
Ｈ
）⑥

電
気
自
動
車（
Ｅ
Ⅴ
）⑦
燃
料
電
池
自
動

車（
Ｆ
Ｃ
Ｖ
）

補
助
額
…
①
上
限
13
万
円
②
③
上
限
10

万
円
④
⑤
⑥
上
限
5
万
円
⑦
上
限
20
万
円

問
・
申
環
境
政
策
課
☎
924
―
２
７
３
１

自
転
車
保
険
の
加
入

義
務
化

　
４
月
１
日
か
ら
事
業
者
を
含
む
自
転

車
利
用
者
は
、
自
転
車
損
害
賠
償
責
任

保
険
な
ど
へ
の
加
入
が「
福
島
県
自
転

車
の
安
全
で
適
正
な
利
用

の
促
進
に
関
す
る
条
例
」

に
よ
り
義
務
化
さ
れ
ま
す
。

　
自
転
車
を
利
用
す
る
方
は
、
必
ず
保

険
に
加
入
し
ま
し
ょ
う
。

問
セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
課

☎
924
―
２
１
５
１

簡
易
水
道
料
金
と
手
続

き
窓
口
が
変
わ
り
ま
す

　
湖
南
町
、
熱
海
町
中
山
地
区
、
中
田

町
柳
橋
・
中
津
川
地
区
の
簡
易
水
道
料

金
が
今
年
度（
６
月
分
と
し
て
徴
収
す

る
料
金
）か
ら
変
わ
り
ま
す
。
ま
た
、

４
月
か
ら
簡
易
水
道
に
関
す
る
手
続
き

窓
口
な
ど
が
環
境
政
策
課
・
行
政
セ
ン

タ
ー
か
ら
上
下
水
道
局
に
変
わ
り
ま
す
。

　
詳
し
く
は
市
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
を
ご
覧

く
だ
さ
い
。（
関
連
10
ペ
ー
ジ
）

問
料
金
改
定
に
つ
い
て
…
環
境
政
策
課

☎
924
―
２
７
３
１

手
続
き
窓
口
に
つ
い
て
…
上
下
水
道
局

お
客
様
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
☎
932
―
７

６
４
１

「
緑
の
募
金
」運
動

（
４ 

・
５
月
）

　

皆
さ
ん
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願

い
し
ま
す
。

問
国
土
緑
化
郡
山
市
推
進
委
員
会（
林

業
振
興
課
内
）☎
924
―
２
２
３
１

森
林
の
伐
採
・
所
有
者
変

更
に
は
届
出
が
必
要
で
す

【
共
通
】問
林
業
振
興
課

☎
924
―
２
２
３
１

　
地
域
森
林
計
画
の
対
象

と
な
っ
て
い
る
森
林
の
伐

採
や
所
有
者
変
更
を
行
う

場
合
は
、
森
林
が
所
在
す

る
市
町
村
長
に
、
次
の
届

け
出
が
必
要
で
す
。

▼
伐
採
お
よ
び
伐
採
後
の
造
林
の
届
出

対
森
林
の
伐
採
を
行
う
場
合

期
限
…
伐
採
を
始
め
る
日
の
30
日
～
90

日
前

※
完
了
後
状
況
報
告
書
の
提
出
が
必
要

▼
所
有
者
の
届
出

対
売
買
や
相
続
な
ど
に
よ
り
、
森
林
の

土
地
所
有
者
と
な
っ
た
場
合

期
限
…
所
有
者
と
な
っ
た
日
か
ら
90
日

以
内

中
央
図
書
館
が

全
面
再
開
館
し
ま
す

　
災
害
復
旧
修
繕
が
完
了
し
、
全
面
再

開
館
し
ま
す
。

時
４
月
８
日
㈮
９
時
30
分
～

た
き
火
と
火
災
は
紙
一
重

　
農
作
業
で
た
き
火
を
す
る
場
合
、
次

の
点
に
注
意
し
ま
し
ょ
う
。

・
風
の
強
い
日
は
行
わ
な
い

・
必
ず
消
火
の
準
備
を
し
て
か
ら
行
う 

・
完
全
に
消
え
る
ま
で
そ
の
場
を
離
れ

な
い

情報ジューク
ボックス

　
自
宅
な
ど
で
生
活

ご
み
を
燃
や
す
行
為

は
禁
止
で
す
。
生
活

ご
み
は
、
燃
え
る
ご

み
と
し
て
処
分
し
ま
し
ょ
う
。

問
消
防
本
部
予
防
課
☎
923
―
８
１
７
２

体
育
施
設
の
休
館
日
・

休
場
日

休
４
月
１
日
㈮

場
宝
来
屋 

郡
山
総
合
体
育
館
、
東
部
体

育
館
、
ふ
る
さ
と
の
森
Ｓ
Ｐ
体
育
館
、

ヨ
ー
ク
開
成
山
ス
タ
ジ
ア
ム
、
郡
山
ヒ

ロ
セ
開
成
山
陸
上
競
技
場
、
弓
道
場
、

郡
山
庭
球
場

※
毎
週
月
曜
日
は
全
施
設
休
館

問
総
合
体
育
館
☎
934
―
１
５
０
０

放置自転車などは撤去します！
　郡山駅西口、東口周辺の道路や歩道など公共の
場所は、自転車（50cc以下の原動機付自転車を含む）の放
置が禁止されています。市営自転車等駐車場を利用する
など、放置しないようにしましょう。

▶放置禁止区域
　警告なしに撤去します。
▶放置規制区域
　７日間以上の警告後に撤
去します。
▶自転車などの返還
　市の保管場所で返還しま
す。返還料として、自転車
１台2,000円、原動機付自転
車１台4,000円を負担いただ
きます。

●シティホテル

ダイワ
ロイネット
ホテル

●

●

●

テアトル
●

●

ホテル
クラウン
ヒルズ

●ワシントン
ホテル

●
ビューホテル
アネックス

うすい
●

至福島

②

③

①

コンフォート
ホテル

●●

●
ハロー
ワーク

NTT

ホテル
アルファー
ワン

小野郡山線
●

中町立体駐車場

●
ビューホテル

消防署
●

郡
山
駅

アティ

寿泉堂綜合病院 ●

●

ビッグアイ

放置禁止区域
放置規制区域

駅前
交番
●

市営駐輪場（右図参照）
①郡山駅西口第一自転車等駐車場
②郡山駅西口第二自転車等駐車場
③郡山駅東口自転車等駐車場

問撤去自転車等保管場所（郡山駅西口第二自転車等駐車場
内）☎939―7213、セーフコミュニティ課☎924―2151
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